
新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

第２章 関税の確定、納付、徴収及び還付 

 

第２節 申告納税方式による関税の確定 

 

（申告の特例の承認申請手続） 

７の２－５ 法第７条の２第１項((申告の特例))の規定に基づく承認（以下「特

例輸入者の承認」という。）の申請（以下この項から後記の７の９の－１（帳

簿の備付け等に関する用語の意義）までにおいて「承認申請」という。）は、「特

例輸入者承認申請書」（Ｃ－9000）（以下この項から後記７の９－１までにお

いて「承認申請書」という。）２通（原本、申請者用）を、原則として主たる

貿易業務を行つている事業所の所在地を管轄する税関の簡易申告管理官に提

出することにより行わせる。 

ただし、申請者の利便性等を考慮し、承認申請書の提出先税関（以下「担当

税関」という。）の最寄りの官署（以下この章において「署所」という。）の窓

口担当部門（各税関の実情に応じて定める書類提出先部門をいう。以下同じ。）

へ提出することを妨げない。 

  この場合における承認申請書及び添付書類の取扱いは、次による。 

(1) 令第４条の５第１項第４号((承認申請書の記載事項))に規定する「その

他参考となるべき事項」とは、次のようなものをいう。 

イ～ト （省略） 

チ 上記トに規定する通関業者が通関業法基本通達（昭和 47年蔵関第 105

号）５－２の(2)のハに規定する法令遵守のための社内管理規則を整備し

ている場合にはその旨 

 

第４章 保税地域 

 

第１節 総則 

 

（外国貨物の廃棄の意義及び取扱い） 

34－１ 法第 34 条本文（（外国貨物の廃棄））に規定する「外国貨物の廃棄」の

意義及びその取扱いについては、次による。 

(1) （省略） 

(2) 外国貨物を廃棄しようとする者があるときは、「外国貨物廃棄届」（Ｃ－

3080）２通を提出させ、税関においてこれを受理したときは、うち１通に

第２章 関税の確定、納付、徴収及び還付 

 

第２節 申告納税方式による関税の確定 

 

（申告の特例の承認申請手続） 

７の２－５ 法第７条の２第１項((申告の特例))の規定に基づく承認（以下「特

例輸入者の承認」という。）の申請（以下この項から後記の７の９の－１（帳簿

の備付け等に関する用語の意義）までにおいて「承認申請」という。）は、「特

例輸入者承認申請書」（Ｃ－9000）（以下この項から後記７の９－１までにおい

て「承認申請書」という。）２通（原本、申請者用）を、原則として主たる貿易

業務を行つている事業所の所在地を管轄する税関の簡易申告管理官に提出する

ことにより行わせる。 

ただし、申請者の利便性等を考慮し、承認申請書の提出先税関（以下「担当

税関」という。）の最寄りの官署（以下この章において「署所」という。）の窓

口担当部門（各税関の実情に応じて定める書類提出先部門をいう。以下同じ。）

へ提出することを妨げない。 

この場合における承認申請書及び添付書類の取扱いは、次による。 

(1) 令第４条の５第１項第４号((承認申請書の記載事項))に規定する「その他

参考となるべき事項」とは、次のようなものをいう。 

イ～ト （同左） 

 

 

 

 

第４章 保税地域 

 

第１節 総則 

 

（外国貨物の廃棄の意義及び取扱い） 

34－１ 法第 34 条（（外国貨物の廃棄））に規定する「外国貨物の廃棄」の意義

及びその取扱いについては、次による。 

(1) （同左） 

(2) 外国貨物を廃棄しようとする者があるときは、「外国貨物廃棄届」（Ｃ－

3080）２通を提出させ、税関においてこれを受理したときは、うち１通に受



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

受理印を押なつして届出者に交付する。ただし、当該外国貨物（輸出の許

可を受けた貨物を除く。）の廃棄の内容が滅却に該当するものである場合に

は、後記 45－２（貨物の滅却の承認申請手続等）の(1)により滅却承認の申

請をさせる。 

(3) （省略） 

 

（保税地域における事務処理手続） 

34の２－１ 保税地域における事務処理手続は、次により行わせるものとする。 

(1) 輸入貨物（積戻しに係る貨物を含む。)に係る事務処理手続 

輸入貨物に係る事務処理手続は、次により行う。 

イ 搬入手続 

(ｲ)及び(ﾛ) （省略） 

(ﾊ) 倉主等が、搬入された外国貨物について次に掲げる事実を確認し又

はその疑いがあると認めたときは、直ちにその内容を保税担当職員に

連絡させるものとする。 

ⅰ （省略） 

ⅱ 麻薬、銃砲刀剣類、爆発物、火薬類、偽造貨幣等定率法第 21 条

第１項第１号から第４号まで及び第６号((輸入禁制品))に掲げる

貨物 

ロ （省略） 

(2) 輸出貨物に係る事務処理手続 

輸出貨物に係る事務処理手続は、次により行う。 

イ 搬入手続 

外国貨物又は輸出しようとする貨物が保税地域に搬入されるときは、

倉主等に、自己の責任において、その貨物と搬入関係伝票とを対査して、

貨物の記号、番号、品名及び数量等の異常の有無の確認を行わせるもの

とする。 

ロ （省略） 

(3)及び(4) （省略） 

 

第２節 指定保税地域 

 

（指定保税地域の指定の要件） 

37－１ 法第 37 条第１項（（指定保税地域の定義））に規定する指定保税地域の

理印を押なつして届出者に交付する。ただし、当該外国貨物の廃棄の内容が

滅却に該当するものである場合には、後記 45－３（貨物の滅却の承認申請

手続等）の(1)により滅却承認の申請をさせる。 

 

(3) （省略） 

 

（保税地域における事務処理手続） 

34の２－１ 保税地域における事務処理手続は、次により行わせるものとする。 

(1) 輸入貨物（積戻しに係る貨物を含む。)に係る事務処理手続 

輸入貨物に係る事務処理手続は、次により行う。 

イ 搬入手続 

(ｲ)及び(ﾛ) （同左） 

(ﾊ) 倉主等が、搬入された外国貨物について次に掲げる事実を確認し又

はその疑いがあると認めたときは、直ちにその内容を保税担当職員に

連絡させるものとする。 

ⅰ （同左） 

ⅱ 麻薬又は銃砲刀剣類 

 

 

ロ （同左） 

(2) 輸出貨物に係る事務処理手続 

輸出貨物に係る事務処理手続は、次により行う。 

イ 搬入手続 

輸出しようとする貨物が保税地域に搬入されるときは、倉主等に、自

己の責任において、その貨物と搬入関係伝票とを対査して、貨物の記号、

番号、品名及び数量等の異常の有無の確認を行わせるものとする。 

 

ロ （同左） 

(3)及び(4) （同左） 

 

第２節 指定保税地域 

 

（指定保税地域の指定の要件） 

37－１ 法第 37 条第１項（（指定保税地域の定義））に規定する指定保税地域の
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指定は、次に掲げる各要件を充足する土地又は建設物その他の施設について行

うものとする。 

なお、次に掲げる要件と関連し、税関においては、将来指定保税地域として

指定する必要があると思われる土地又は建設物その他の施設の造成等が行わ

れる場合においては、次の要件に関係を有することとなる諸事項をあらかじめ

承知しておくため当該施設の所有者又は管理者から時宜に応じ所要の連絡を

受けるよう留意する。 

(1)及び(2)（省略） 

(3) 国の管理の下に借受者が運営し、又は港湾管理者（港湾法（昭和 25年法

律第 218号）第２条第５項各号に掲げる港湾施設を管理する指定管理者（地

方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の２第３項（公の施設の設置、

管理及び廃止）に規定する「指定管理者」をいう。）を含むものとする。以

下この章において同じ。）が自ら運営し、若しくはその管理の下に利用者の

組織する事業協同組合若しくは借受者が運営し、又は指定法人等が自ら運

営し、若しくはその管理の下に借受者が運営するものであること。 

(4)～(6) （省略） 

 

（貨物の取扱いに際しての税関への連絡） 

40－３ 指定保税地域に搬入された貨物について、貨物を管理する者が法第 40

条（（貨物の取扱い））の規定による貨物の内容の点検又は改装、仕分けその他

の手入れ等の際に、次に掲げる事実を確認し又はその疑いがあると認めたとき

は、直ちに保税担当職員へ連絡するよう協力を求めるものとする。 

(1) （省略） 

(2) 麻薬、銃砲刀剣類、爆発物、火薬類、偽造貨幣等定率法第 21条第１項第

１号から第４号まで及び第６号((輸入禁制品))に掲げる貨物 

 

（貨物管理者の納付義務等） 

41 の３－１ 法第 41 条の３（（保税蔵置場についての規定の準用））において準

用する法第 45 条（（保税蔵置場の許可を受けた者の関税の納付義務））の規定

の適用については、後記 45－１から 45－３までの規定の取扱いに準ずる。こ

の場合において、45－２中「保税蔵置場」とあるのは「指定保税地域」と、45

－３中「蔵置してあつた保税蔵置場の許可を受けた者」とあるのは「管理して

いた貨物管理者」と、「当該保税蔵置場」とあるのは「当該指定保税地域」と

読み替えるものとする。 

指定は、次に掲げる各要件を充足する土地又は建設物その他の施設について行

うものとする。 

なお、次に掲げる要件と関連し、税関においては、将来指定保税地域として

指定する必要があると思われる土地又は建設物その他の施設の造成等が行われ

る場合においては、次の要件に関係を有することとなる諸事項をあらかじめ承

知しておくため当該施設の所有者又は管理者から時宜に応じ所要の連絡を受け

るよう留意する。 

(1)及び(2)（同左） 

(3) 港湾管理者が自ら運営し、若しくはその管理の下に利用者の組織する事業

協同組合若しくは借受者が運営し、又は指定法人等が自ら運営し、若しくは

その管理の下に借受者が運営するものであること。 

 

 

 

 

(4)～(6) （同左） 

 

（保税地域における貨物の取扱いに際しての税関への連絡） 

40－３ 保税地域（保税展示場を除く）における法第 40条第１項（（貨物の取扱

い））の規定による貨物の内容の点検又は改装、仕分けその他の手入れの際に、

倉主等が搬入された外国貨物について次に掲げる事実を確認し又はその疑いが

あると認めたときは、直ちに保税担当職員に連絡する。 

(1) （同左） 

(2) 麻薬又は銃砲刀剣類 

 

 

（貨物管理者の納付義務） 

41 の３－１ 法第 41 条の３（（保税蔵置場についての規定の準用））の規定によ

り準用される法第 45条（（保税蔵置場の許可を受けた者の関税の納付義務））の

規定の適用については、次による。 

(1) 指定保税地域に置かれている外国貨物が亡失し、又は滅却された場合にお

ける関税の納付義務は、当該貨物に係る貨物管理者が負うものとする。 

(2) ２人以上の者が共同で貨物の管理を行つている場合においては、上記(1)

の関税の納付義務は、共同で貨物を管理している者が連帯して負うものとす
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なお、２人以上の者が共同で貨物の管理を行つている場合において、外国貨

物を亡失した場合の届出義務、又は外国貨物（輸出の許可を受けた貨物を除

く。）に係る関税の納付義務は、共同で貨物を管理している者が連帯して負う

ものとする。この場合において、税関に対する届出書類その他により亡失又は

滅却された貨物の保管責任を有する貨物管理者がそのいずれかであることが

明らかであるときは、その貨物管理者から外国貨物の亡失に係る届出を行わせ

又は関税を納付させるものとする。 

 

第３節 保税蔵置場 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貨物の滅却の承認申請手続等） 

45－２ 法第 45 条第１項ただし書（（許可を受けた者の関税の納付義務等））の

規定による外国貨物（輸出の許可を受けた貨物を除く。以下この項において同

じ。）の滅却の承認申請手続等については、次による。 

(1)及び(2) （省略） 

 

（外国貨物が亡失した場合の届出） 

45－３ 法第 45 条第３項（（外国貨物が亡失した場合の届出））の規定による届

出は、亡失した貨物を蔵置してあつた保税蔵置場の許可を受けた者から当該保

税蔵置場を所轄する税関官署に「外国貨物亡失届」（Ｃ－3175）を１通提出さ

せて行うものとする。 

また、当該外国貨物亡失届に警察署長、消防署長その他の公的機関が発行す

る。この場合において、税関に対する届出書類その他により亡失又は滅却さ

れた貨物の保管責任を有する貨物管理者がそのいずれかであることが明ら

かであるときは、その貨物管理者から関税を納付させるものとする。 

 

 

 

 

 

第３節 保税蔵置場 

 

（外国貨物が亡失した場合の認定） 

45－２ 外国貨物が災害その他やむを得ない事情により亡失したことについて

の認定に当たつては、保税蔵置場の許可を受けた者から警察署長、消防署長そ

の他の公的機関が発行する災害等に関する証明書を添付した適宜の様式による

届出書を提出させ、これによりその事実を認定するものとする。 

なお、輸出の許可を受けた貨物（定率法第 17条（（再輸出免税））、第 18条（（再

輸出減税））、第 19条（（輸出貨物の製造用原料品の減税、免税又はもどし税））

又は第 19条の２（（課税原料品等による製品を輸出した場合の免税又はもどし

税））の規定の適用を受けた貨物を除く。）が災害その他やむを得ない事情によ

り亡失した場合の認定については、上記の証明書の添付を省略させて差し支え

ない。 

 

（貨物の滅却の承認申請手続等） 

45－３ 法第 45 条（（許可を受けた者の関税の納付義務））に規定する貨物の滅

却の承認申請手続等については、次による。 

 

(1)及び(2) （同左） 

 

（新設） 
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る災害等に関する証明書を添付した場合は、同条第１項ただし書に規定する

「災害その他やむを得ない事情」により当該貨物が亡失したものとしてその事

実を認定するものとする。 

なお、輸出の許可を受けた貨物（定率法第 17 条（（再輸出免税））、第 18 条

（（再輸出減税））、第 19 条（（輸出貨物の製造用原料品の減税、免税又はもど

し税））又は第 19 条の２（（課税原料品等による製品を輸出した場合の免税又

はもどし税））の規定の適用を受けた貨物を除く。）が災害その他やむを得ない

事情により亡失した場合の認定については、上記の証明書の添付を省略させて

差し支えない。 

 

（「保税蔵置場についての義務」の意義） 

47－４ 法第 47 条第３項（（許可の失効後における外国貨物））にいう「保税蔵

置場についての義務」とは、次に掲げる義務をいい、保税蔵置場についての許

可手数料の納付義務は、これに含まないものとする。 

(1) 外国貨物（輸出の許可を受けた貨物を除く。）が亡失し、又は滅却された

場合のその外国貨物についての関税の納付義務 

(2) 外国貨物が亡失した場合に、直ちに税関長へ届け出る義務 

(3) 改築、移転その他の工事につき税関長に届け出る義務 

 

（保税蔵置場に対する処分の基準等） 

48－１ 保税蔵置場について、法第 48 条第１項（（許可の取消し等））の規定に

基づく処分を行おうとする場合には、原則として次によりその処分の内容を決

定するものとする。 

(1)～(5) （省略） 

別表１ 

（本表の適用方法）（省略） 

（留意事項）（省略） 

基礎点数 
非 違 の 態 様 

10件以下 

 禁止されている行為を行い、若しくは許可又は承認を要する行

為について、当該許可又は承認を受けることなく当該行為を行う

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「保税蔵置場についての義務」の意義） 

47－４ 法第 47 条第３項（（許可の失効後における外国貨物））にいう「保税蔵

置場についての義務」とは、次に掲げる義務をいい、保税蔵置場についての許

可手数料の納付義務は、これに含まないものとする。 

(1) 外国貨物が亡失し、又は滅却された場合のその外国貨物についての関税の

納付義務 

 

(2) 改築、移転その他の工事につき税関長に届け出る義務 

 

（保税蔵置場に対する処分の基準等） 

48－１ 保税蔵置場について、法第 48 条第１項（（許可の取消し等））の規定に

基づく処分を行おうとする場合には、原則として次によりその処分の内容を決

定するものとする。 

(1)～(5) （同左） 

別表１ 

（本表の適用方法）（同左） 

（留意事項）（同左） 

基礎点数 
非 違 の 態 様 

10件以下 

 禁止されている行為を行い、若しくは許可又は承認を要する行

為について、当該許可又は承認を受けることなく当該行為を行う

こと。 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

 ①  他所蔵置の許可を受けることなく、保税地域以外の場所

に外国貨物（特定輸出貨物を除く。）を置くこと（法第 30

条第１項）。 

 

 ② 許可を受けることなく、保税地域にある外国貨物を見本

として一時持ち出すこと（法第 32 条（法第 36 条第１項に

おいて準用する場合を含む。））。 

 

 ③ 保税地域においてできることとされている行為以外の行

為を行うこと（法第 37 条第１項、法第 40 条第１項（法第

49 条において準用する場合を含む。）、法第 42 条第１項、

法第 56条第１項、法第 62条の２第３項、法第 62条の８第

１項）。 

 

 ④ 承認を受けることなく、置くことができる期間を超えて

外国貨物を保税蔵置場、保税工場又は総合保税地域に置く

こと（法第 43条の２及び第 43条の３第１項（法第 62条及

び第 62条の 15において準用する場合を含む。）、法第 56条

第２項、法第 57条、法第 62条の９、法第 62条の 10）。 

 

 ⑤ 承認を受けることなく、外国貨物を滅却すること（法第

45 条第１項ただし書（法第 41 条の３、第 62 条、第 62 条

の７及び第 62条の 15において準用する場合を含む。））。 

 

 ⑥ 許可を受けることなく、外国貨物等についての見本の展

示、簡単な加工その他これらに類する行為を行うこと（法

第40条第２項（法第49条において準用する場合を含む。））。 

３ 

 ⑦ 許可を受けることなく、保税工場以外の場所で保税作業

を行うこと（法第 61条第１項（法第 62条の 15において準

用する場合を含む。））。 

 

 ⑧ 承認を受けることなく、保税展示場に外国貨物を入れる

こと（法第 62条の３第１項）。 

 

 ⑨ 保税展示場において、販売貨物用等貨物の蔵置場所の制

限に反して外国貨物を蔵置すること（法第 62条の４第１項

（法第 62条の 15において準用する場合を含む。））。 

 

 ⑩ 許可を受けることなく、保税展示場以外の場所で外国貨

物を使用すること（法第 62条の５（法第 62条の 15におい

て準用する場合を含む。））。 

 

 ① 他所蔵置の許可を受けることなく、保税地域以外の場所

に外国貨物を置くこと（法第 30条第１項）。 

 

 

 ② 許可を受けることなく、保税地域にある外国貨物を見本

として一時持ち出すこと（法第 32 条（法第 36 条第１項に

おいて準用する場合を含む。））。 

 

 ③ 保税地域においてできることとされている行為以外の行

為を行うこと（法第 37 条第１項、法第 40 条第１項（法第

49 条において準用する場合を含む。）、法第 42 条第１項、

法第 56条第１項、法第 62条の２第３項、法第 62条の８第

１項）。 

 

 ④ 承認を受けることなく、置くことができる期間を超えて

外国貨物を保税蔵置場、保税工場又は総合保税地域に置く

こと（法第 43条の２及び第 43条の３第１項（法第 62条及

び第 62条の 15において準用する場合を含む。）、法第 56条

第２項、法第 57条、法第 62条の９、法第 62条の 10）。 

 

 ⑤ 承認を受けることなく、外国貨物を滅却すること（法第

45 条第１項ただし書（法第 41 条の３、第 62 条、第 62 条

の７及び第 62条の 15において準用する場合を含む。））。 

 

 ⑥ 許可を受けることなく、外国貨物等についての見本の展

示、簡単な加工その他これらに類する行為を行うこと（法

第40条第２項（法第49条において準用する場合を含む。））。 

３ 

 ⑦ 許可を受けることなく、保税工場以外の場所で保税作業

を行うこと（法第 61条第１項（法第 62条の 15において準

用する場合を含む。））。 

 

 ⑧ 承認を受けることなく、保税展示場に外国貨物を入れる

こと（法第 62条の３第１項）。 

 

 ⑨ 保税展示場において、販売貨物用等貨物の蔵置場所の制

限に反して外国貨物を蔵置すること（法第 62条の４第１項

（法第 62条の 15において準用する場合を含む。））。 

 

 ⑩ 許可を受けることなく、保税展示場以外の場所で外国貨

物を使用すること（法第 62条の５（法第 62条の 15におい

て準用する場合を含む。））。 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

 ⑪ 承認を受けることなく、外国貨物（特定輸出貨物を除く。）

又は内国貨物を運送すること（法第 63 条第１項、法第 64

条第１項、法第 66条第１項）。 

 

 ⑫ 上記のほか、法の規定により禁止されている行為を行い、

又は行うべき行為を怠ること、若しくは許可又は承認を要

する行為について、当該許可又は承認を受けることなく当

該行為を行うこと。 

 

税関への届出若しくは報告等又は自主的な記帳を要する行為

について、当該届出、報告等又は記帳を怠ること。 

 

 ① 外国貨物を廃棄することにつき、税関への届出を怠るこ

と（法第 34 条（法第 36 条第１項において準用する場合を

含む。））。 

 

 ② 指定保税地域、保税蔵置場、保税工場又は総合保税地域

において管理する外国貨物等に係る記帳を怠り、又は虚偽

の記帳等をすること（法第 34 条の２、法第 61 条の３（法

第 62条の７において準用する場合を含む。））。 

 

 ③ 他所蔵置された貨物に係る内容の点検又は改装、仕分け

その他の手入れをすることにつき、税関への届出を怠るこ

と（法第 36条第２項）。 

 

 ④ 保税蔵置場の貨物の収容能力の増減又は改築、移転その

他の工事を行うことにつき、税関への届出を怠ること（法

第 44条第１項（法第 62条、第 62条の７及び第 62条の 15

において準用する場合を含む。））。 

 

 ⑤ 保税蔵置場において外国貨物が亡失した場合に、税関へ

の届出を怠ること（法第 45 条第３項（法第 36 条第１項、

第 41条の３、第 62条、第 62条の７、第 62条の 15におい

て準用する場合を含む。））。 

２ 

 ⑥ 保税蔵置場の業務を休止し、又は廃止することにつき、

税関長への届出を怠ること（法第 46条（法第 62条、第 62

条の７及び第 62条の 15において準用する場合を含む。））。 

 

 ⑦ 保税工場における保税作業の開始又は終了の際の税関へ
の届出を怠ること（法第 58条ただし書きに規定する場合を
除く。）（法第 58条）。 

 

 ⑪ 承認を受けることなく、外国貨物又は内国貨物を運送す

ること（法第 63条第１項、法第 64条第１項、法第 66条第

１項）。 

 

 ⑫ 上記のほか、法の規定により禁止されている行為を行い、

又は行うべき行為を怠ること、若しくは許可又は承認を要

する行為について、当該許可又は承認を受けることなく当

該行為を行うこと。 

 

税関への届出若しくは報告等又は自主的な記帳を要する行為

について、当該届出、報告等又は記帳を怠ること。 

 

 ① 外国貨物を廃棄することにつき、税関への届出を怠るこ

と（法第 34 条（法第 36 条第１項において準用する場合を

含む。））。 

 

 ② 指定保税地域、保税蔵置場、保税工場又は総合保税地域

において管理する外国貨物等に係る記帳を怠り、又は虚偽

の記帳等をすること（法第 34 条の２、法第 61 条の３（法

第 62条の７において準用する場合を含む。））。 

 

 ③ 他所蔵置された貨物に係る内容の点検又は改装、仕分け

その他の手入れをすることにつき、税関への届出を怠るこ

と（法第 36条第２項）。 

 

 ④ 保税蔵置場の貨物の収容能力の増減又は改築、移転その

他の工事を行うことにつき、税関への届出を怠ること（法

第 44条第１項（法第 62条、第 62条の７及び第 62条の 15

において準用する場合を含む。））。 

 

 ⑤ 保税蔵置場の業務を休止し、又は廃止することにつき、

税関長への届出を怠ること（法第 46条（法第 62条、第 62

条の７及び第 62条の 15において準用する場合を含む。））。 

２ 

 ⑥ 保税工場における保税作業の開始又は終了の際の税関へ
の届出を怠ること（法第 58条ただし書きに規定する場合を
除く。）（法第 58条）。 

 

 ⑦ 指定保税工場における製造に係る製造報告書の税関への

提出を怠ること（法第 61条の２第２項（法第 62条の 15に

おいて準用する場合を含む。））。 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

 ⑧ 指定保税工場における製造に係る製造報告書の税関への

提出を怠ること（法第 61条の２第２項（法第 62条の 15に

おいて準用する場合を含む。））。 

 

 ⑨ 総合保税地域において販売され、又は消費される貨物等

を当該総合保税地域に入れることにつき、税関への届出を

怠ること（法第 62条の 11）。 

 

 ⑩ 保税運送の発送及び到着の際に、当該運送に係る運送目

録について税関への提示等を怠ること（法第 63条第３項、

第５項及び第６項）。 

 

 ⑪ 難破貨物等又は内国貨物について、税関長の承認を受け

て運送した場合において、当該承認を証する書類の到着地

の税関への提出を怠ること（法第 64 条第３項、法第 66 条

第２項）。 

 

 ⑫ その他、法の規定により、税関への届出若しくは報告等
又は自主的な記帳を要する行為について、当該届出、報告
等又は記帳を怠ること。 

 

別表２（省略） 

別表３（省略） 

（指定保税地域についての取扱いの準用） 

49－１ 保税蔵置場における貨物の取扱いについては、前記 40－１（指定保税地

域における貨物の取扱いの範囲）、40－２（貨物の取扱いに関する許可申請の

手続）及び 40－３（貨物の取扱いに際しての税関への連絡）に準ずる。 

 

 

（法令に基づく保税蔵置場等についての規定の準用） 

62 の 15－１ この節に特別の定めがあるほか、法第 62条の 15（（保税蔵置場、

保税工場及び保税展示場についての規定の準用））の規定により総合保税地域

について準用されることとされている法の各条文に関する取扱いについては、

それぞれ当該条文につき規定している前記第３節から第６節までの規定の取

扱いに準ずる。この場合において、45－３中「保税蔵置場の許可を受けた者」

とあるのは「総合保税地域の許可を受けた法人又は貨物を管理する者」と、「当

該保税蔵置場」とあるのは「当該総合保税地域」と、46－１中「保税蔵置場の

許可を受けた者」とあるのは「総合保税地域の許可を受けた法人又は貨物を管

理する者」と、「保税蔵置場」とあるのは「総合保税地域又は貨物施設」と、

 ⑧ 総合保税地域において販売され、又は消費される貨物等

を当該総合保税地域に入れることにつき、税関への届出を

怠ること（法第 62条の 11）。 

 

 ⑨ 保税運送の発送及び到着の際に、当該運送に係る運送目

録について税関への提示等を怠ること（法第 63条第３項、

第５項及び第６項）。 

 

 ⑩ 難破貨物等又は内国貨物について、税関長の承認を受け

て運送した場合において、当該承認を証する書類の到着地

の税関への提出を怠ること（法第 64 条第３項、法第 66 条

第２項）。 

 

 ⑪ その他、法の規定により、税関への届出若しくは報告等
又は自主的な記帳を要する行為について、当該届出、報告
等又は記帳を怠ること。 

 

 

 

 

別表２（同左） 

別表３（同左） 

（指定保税地域についての取扱いの準用） 

49－１ 保税蔵置場における貨物の取扱いについては、前記 40－１（指定保税地

域における貨物の取扱いの範囲）、40－２（貨物の取扱いに関する許可申請の手

続）及び 40－３（保税地域における貨物の取扱いに際しての税関への連絡）に

準ずる。 

 

（法令に基づく保税蔵置場等についての規定の準用） 

62 の 15－１ 本節に特別の定めがあるほか、法第 62条の 15（（保税蔵置場、保

税工場及び保税展示場についての規定の準用））の規定により総合保税地域につ

いて準用されることとされている法の各条文に関する取扱いについては、それ

ぞれ当該条文につき規定している前記第３節から第６節までの規定の取扱いに

準ずる。この場合において、45－２及び 46－１中「保税蔵置場の許可を受けた

者」とあるのは「総合保税地域の許可を受けた法人又は貨物を管理する者」と、

46－１中「保税蔵置場」とあるのは「総合保税地域又は貨物施設」と、46－２

及び 46－３中「保税蔵置場の」とあるのは「総合保税地域又は貨物施設の」と、

62の４－４中「展示等」とあるのは「総保入」と読み替えるものとする。 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

46－２及び 46－３中「保税蔵置場の」とあるのは「総合保税地域又は貨物施設

の」と、62の４－４中「展示等」とあるのは「総保入」と読み替えるものとす

る。 

 

第５章 運送 

 

（運送期間の経過による関税の徴収） 

65－１ 到着地税関から運送貨物について全部若しくは一部が到着しない旨又

は運送中に損傷があつた旨の通知があつたときは、運送承認税関は、その運送

貨物について調査し、法第 65条第１項本文（（運送の期間の経過による関税の

徴収））の規定により直ちにその運送貨物の関税を徴収することとなるときは、

その運送の承認を受けた者に賦課決定通知書（前記８－１）及び納税告知書（前

記９の２－１）を送達する。この場合において、その関税が告知に係る納期限

までに完納されない場合には、運送の承認の際に提供させた担保をもつてその

関税に充当し、又は国税徴収の例により徴収する。 

なお、亡失した貨物が輸出の許可を受けた貨物であるときは、同項本文の規

定により関税の徴収を行う必要はなく、また、運送貨物が石油その他の液体貨

物又は穀物その他のばら貨物である場合であつて、運送中の欠減量が運送貨物

の特性、運送方法等から勘案し通常生ずべき範囲内と認められる程度のもので

あるときも、同項ただし書（（やむを得ない事情により亡失した場合））の規定

を適用し、関税の徴収を行う必要はないことに留意すること。 

 

（運送期間の経過による関税の徴収に係る用語の意義） 

65－２ 法第 65 条第１項ただし書（（亡失等により関税を徴収しない場合））に

規定する「災害その他やむを得ない事情により亡失した場合」及び「滅却」の

意義については、前記 23－９（「災害その他やむを得ない理由により亡失した

場合」及び「滅却」の意義）と同様とする。 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 運送 

 

（運送期間の経過による関税の徴収） 

65－１ 到着地税関から運送貨物について全部若しくは一部が到着しない旨又

は運送中に損傷があつた旨の通知があつたときは、運送承認税関は、その運送

貨物について調査し、法第 65条第１項（（運送の期間の経過による関税の徴収））

の規定により直ちにその運送貨物の関税を徴収することとなるときは、その運

送の承認を受けた者に賦課決定通知書（前記８－１）及び納税告知書（前記９

の２－１）を送達する。この場合において、その関税が告知に係る納期限まで

に完納されない場合には、運送の承認の際に提供させた担保をもつてその関税

に充当し、又は国税徴収の例により徴収する。 

なお、運送貨物が石油その他の液体貨物又は穀物その他のばら貨物である場

合であつて、運送中の欠減量が運送貨物の特性、運送方法等から勘案し通常生

ずべき範囲内と認められる程度のものであるときは、法第 65条第１項ただし書

（（亡失等により関税を徴収しない場合））の規定に準じて関税の徴収を行う必

要はない。 

 

 

（運送期間の経過による関税の徴収に係る用語の意義） 

65－２ 法第 65 条第１項ただし書（（亡失等により関税を徴収しない場合））に

規定する「災害その他やむを得ない事由により亡失した場合」及び「滅却」の

意義については、前記 23－９（「災害その他やむを得ない事由により亡失した

場合」及び「滅却」の意義）と同様とする。 

 

（運送貨物の亡失した場合の認定） 

65－３ 運送貨物が災害その他やむを得ない事由により亡失したことについて

の事実の認定に当たつては、運送の承認を受けた者から警察署長、消防署長そ

の他の公的機関が発行した災害等に関する証明書を添付した適宜の様式による

届出書を提出させ、これによりその事実を認定するものとする。 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

（運送貨物の滅却の承認の申請） 

65－３ 運送貨物（輸出の許可を受けた貨物を除く。）の滅却の承認の申請は、「滅

却（廃棄）承認申請書」（Ｃ－3170）２通を提出して行わせ、税関においてこ

れを承認したときは、うち１通に承認印を押なつし、承認書として申請者に交

付する。 

 

（運送貨物が亡失した場合の届出） 

65－４ 法第 65 条第３項（（運送の承認を受けた貨物の亡失の届出））に規定す

る届出の取扱いは、前記 45－３（外国貨物が亡失した場合の届出）に準じて取

り扱うものとする。この場合において、45－３中「を蔵置してあつた保税蔵置

場の許可を受けた」とあるのは「について運送の承認を受けた」と、「当該保

税蔵置場を所轄する」とあるのは「当該貨物について運送の承認を受けた」と

読み替えるものとする。 

 

第６章 通関 

 

第１節 一般輸出通関 

 

（特定輸出申告の方法） 

67 の３－１ 特定輸出申告（法第 67 条の３第２項((輸出申告の特例))に規定す

る特定輸出申告をいう。以下同じ。）は、前記 67－１－２（輸出申告の手続）

の規定にかかわらず、特定輸出申告書（「輸出申告書」（Ｃ－5010）の標題を「特

定輸出申告書」と訂正したものをいう。以下同じ。）に、令第 59条の４((特定

輸出申告の申告事項等))において読み替えて適用する令第 58 条((輸出申告の

手続))に規定する事項を記載させ、３通（原本、許可書用、統計用）を特定輸

出申告をしようとする貨物が蔵置されている場所を管轄する税関官署に提出

させることにより行わせるものとする。この場合、法第 67 条の３第２項の規

定により、特定輸出申告は、当該申告に係る貨物が置かれている場所を管轄す

る税関長に対してしなければならないことから、特定の場所に置かれていない

移動中の貨物については当該申告は行えないことに留意する。 

なお、一の特定輸出申告に係る貨物が、当該貨物が置かれる場所（後記 67

の３－９（特定輸出者の承認申請手続）⑵ヘに規定する貨物の蔵置が予定され

る場所をいう。）に順次に搬入され、搬入の順に従つてコンテナー等に詰め込

まれて順次に搬出される場合には、最初のコンテナー等への詰込みが終了した

（運送貨物の滅却の承認申請） 

65－４ 運送貨物の滅却の承認申請は、「滅却（廃棄）承認申請書」（Ｃ－3170）

２通を提出して行わせ、税関においてこれを承認したときは、うち１通に承認

印を押なつし、承認書として申請者に交付する。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 通関 

 

第１節 一般輸出通関 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

時から特定輸出申告を行わせることとし、輸出の許可が行われた後に当該コン

テナー等を順次に搬出させることとして差し支えないものとする。 

また、一の特定輸出申告を行うことができる品目の範囲は、通常の輸出申告

（前記６７－１－１（輸出申告の手続）に規定する輸出申告をいう。）と同様

に、特定輸出申告書の上段の各項目に記載すべき事項が原則として共通してお

り、かつ、一の仕入書に記載されている品目の範囲とするが、コンテナーに詰

め込まれる貨物にあつては、これらの条件に加え、当該特定輸出申告を行う日

にコンテナーに詰め込まれることが確実であるものに限るものとする。 

 

（特定輸出申告書の添付書類） 

67 の３－２ 特定輸出申告書に係る前記 67－１－５（輸出申告書の添付書類）

の規定の適用については、同項中「法第 68 条((輸出申告又は輸入申告に際し

ての提出書類))の規定による仕入書又はこれに代わる書類のほか、次に掲げる

書類を添付させる」とあるのは「次に掲げる書類を添付させる（ただし、特定

輸出申告の場合にあつては、輸出の許可の判断のために必要があると認める場

合には仕入書又はこれに代わる書類を提出させる。）」と読み替えるものとす

る。 

 

（特定輸出申告に係る貨物の検査） 

67 の３－３ 特定輸出申告に係る貨物について検査を行う必要があると認めら

れる場合の検査については、前記 67－１－７（輸出貨物の検査）（⑵のロ及び

ハを除く。）及び 67－１－８（検査貨物の指定等）の規定により取り扱うもの

とする。なお、特定輸出申告に係る貨物について行う法第 67 条((輸出又は輸

入の許可))の検査は、法第 69 条((貨物の検査場所))の規定の適用を受けるこ

ととなるので留意する。 

 

（輸出許可書の交付） 

67 の３－４ 特定輸出申告書の審査及び必要な検査（法第 70 条第１項((証明又

は確認))の証明に係る審査及び検査又は同条第２項の規定による確認を含

む。）が終了し、当該特定輸出申告が適法に行われていることが確認された場

合には、前記 67－１－17（輸出許可書の交付）の規定にかかわらず、特定輸出

申告書の１通（許可書用）に許可印（Ｃ－5002）を押なつし、これを輸出許可

書として特定輸出者（法第 67 条の３第１項((輸出申告の特例))に規定する特

定輸出者をいう。以下同じ。）に交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

 

（輸出取止めの取扱い） 

67 の３－５ 特定輸出貨物（法第 30 条第１項第５号((外国貨物を置く場所の制

限))に規定する特定輸出貨物をいう。以下同じ。）について、輸出の取止めそ

の他の事由によりこれを国内に引き取ることとなつた場合には、前記 67－１－

14（輸出取止めの取扱い）の(2)の規定にかかわらず、後記 67 の 11－１（特定

輸出貨物に係る輸出の許可の取消しの申請手続）の規定により特定輸出貨物に

係る輸出の許可を取り消すべき旨の申請を行わせるものとする。 

 

（コンテナー詰め貨物の取扱い） 

67 の３－６ 貨物をコンテナーに詰めたまま当該貨物について特定輸出申告を

しようとする場合には、前記 67－１－20（輸出貨物のコンテナー扱い）の規定

は適用しないので留意する。 

 

（特定輸出申告の対象とならない貨物） 

67 の３－７ 特定輸出申告は、令第 59 条の５((輸出申告の特例を適用しない貨

物の指定))に規定する貨物については行うことができない。また、法第 67 条

の３第４項((輸出申告の特例))及び令第 59 条の６((輸出申告の特例が適用さ

れる貨物に適用しない規定の指定))に規定する規定の適用を受けて輸出しよ

うとする貨物についても、特定輸出申告を行うことができないので留意する。

なお、次の貨物については、当分の間、これらを特定輸出申告の対象とはしな

いこととするので留意する。 

⑴ 海上貨物のうち、 

① 他の荷主の貨物とともに一のコンテナーに詰め込んで輸出する貨物 

② コンテナーに詰め込んで輸出する貨物以外の貨物（輸出許可後船積みま

での間に他の貨物と混同し、又はその貨物の荷姿が変更されるおそれがな

い貨物であつて、特定輸出貨物の管理を行う上で支障がないと認められる

もの（例えば、自動車、大量のばら貨物、巨大重量物等。）を除く。） 

⑵ 航空貨物のうち、他の荷主の貨物とともに一のＵＬＤ（国際輸送に使用さ

れるコンテナー、イグルー、パレット及びこれらに類する航空貨物用輸送器

具をいう。以下この項において同じ。）を利用して輸出する貨物。ただし、

当該特定輸出貨物が次のいずれにも該当する場合であつて、当該特定輸出貨

物の管理を行う上で支障がないと認められる場合には、他の荷主の貨物とと

もに一のＵＬＤを利用して輸出する場合であつても、特定輸出申告の対象と

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

して差し支えないものとする。 

 ① 特定輸出申告を行う際に、当該特定輸出申告に係る特定輸出貨物のみを

集積し、これを他の貨物と混同することとなく容易に特定できる程度の容

積又は重量を有する一の集合体として堅固に梱包し、又は包装された状態

にあるもの（例えば、当該集合体にフィルムを掛け、ネット等で覆い、か

つ、当該ネット等の上から緊縛したもの。） 

 ② 上記①の状態のままで外国貿易機に積み込まれることが予定されてい

るものであつて、その状態が変更されるおそれがないことが確実であるも

の 

 

（一般輸出通関に関する規定の適用） 

67の３－８ 輸出申告、輸出申告書又は輸出申告に係る貨物若しくは輸出許可済

貨物の取扱いに関する前記 67－１－１（輸出申告の効力の発生時期並びに輸出

申告書の受理及び審査）の規定、67－１－３（計量単位の換算基準）及び 67

－１－４（輸出申告書に記載すべき価格）の規定、67－１－６（内容点検確認

書の活用）の規定、67－１－９から 67－１－13 まで（輸出申告の不受理・輸

出申告の撤回の取扱い・船名変更の取扱い・積込港変更の取扱い・数量変更の

取扱い）の規定、67－１－15（許可未済の貨物を船積みした場合の取扱い）及

び 67－１－16（輸出貨物に係る開装検査票の交付）の規定並びに 67－１－18

（輸出許可後の事故貨物の取替え等）の規定は、特定輸出申告、特定輸出申告

書又は特定輸出申告に係る貨物若しくは特定輸出貨物についてそれぞれ適用

されるので留意する。 

 

（特定輸出者の承認申請手続） 

67 の３－９ 法第 67 条の３第１項((輸出申告の特例))の規定に基づく承認（以

下「特定輸出者の承認」という。）の申請（以下この項から後記 67 の 10－２（特

定輸出貨物に係る輸出許可の取消し）までにおいて「承認申請」という。）は、

「特定輸出者承認申請書」（Ｃ－9400）(以下この項から後記 67 の 10－２まで

において「承認申請書」という。)２通（原本、申請者用）を、原則として主

たる輸出業務を行つている事業所の所在地を管轄する税関の特定輸出者の承

認に係る事務等を担当する部門（以下この項から後記 67 の 10－２までにおい

て単に「担当部門」という。）に提出することにより行わせる。ただし、申請

者の利便性等を考慮し、承認申請書の提出先税関（以下この項から後記 67 の

10－２までにおいて単に「担当税関」という。）の最寄りの官署（以下この項

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

から後記 67の 10－２までにおいて「署所」という。）の窓口担当部門（各税関

の実情に応じて定める書類提出先部門をいう。以下同じ。）へ提出させること

を妨げない。この場合において、当該承認申請書を受理した署所の窓口担当部

門は、その申請書を速やかに本関の担当部門に送付するものとする。 

なお、承認申請書の添付書類及び承認申請書の記載事項の取扱いは、次によ

るものとするが、この場合において、規則第９条第１項に規定する法令遵守規

則の記載事項については、特定輸出者の承認を受けようとする企業等の組織の

規模等に応じ、「部門」を「担当」と読み替えて適用して差し支えないものと

する。 

⑴ 承認申請書には、令第 59 条の７第２項((特定輸出者の承認の申請の手続

等))に規定する法第 67 条の４第３号((承認の要件))の規則（以下この項か

ら後記 67の 10－２までにおいて「法令遵守規則」という。）２通（原本、申

請者用）及び令第 59 条の７第３項に規定する登記事項証明書１通を添付さ

せるものとする。ただし、申請者が法人以外の者であるときは、法令遵守規

則２通及び住民票その他の本人確認が可能な書類１通を添付させるものと

する。 

⑵ 令第 59 条の７第１項第４号の「その他参考となるべき事項」とは、次の

ような事項をいう。ただし、これらの事項が法令遵守規則に記載されている

場合又はこれらの事項を明らかにする書類が添付されている場合には、その

記載されている範囲又はその明らかにされている範囲内において、承認申請

書への記載を省略させ、又はその記載内容を簡略化させることとして差し支

えない。 

イ 会社概況 

ロ 社内の組織 

ハ 役員履歴 

ニ 特定輸出申告を行う予定の官署名（当該官署が複数予定されている場合

には、全ての官署名） 

ホ 貨物の輸出統計品目番号又は定率法別表の項若しくは号の番号及び法

第 70条第１項又は２項に該当する他の法令の有無 

ヘ 貨物の蔵置が予定される場所及び外国貿易船又は外国貿易機への積込

みが予定される開港又は税関空港の名称 

ト 貨物が最終的に仕向けられる場所として予定されている国又は地域 

チ 輸出業務に携わる担当者（後記 67 の４－１（承認の審査）に規定する

担当者をいう。）の氏名及び職名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

リ 税関手続（輸出貨物に係る税関手続に限る。）を通関業者に委託してい

る場合にあつては、その通関業者の氏名又は名称及び住所又は居所並びに

責任者の氏名 

ヌ 上記リに規定する税関手続の委託先である通関業者が通関業法基本通

達５－２の(2)のハに規定する法令遵守のための社内管理規則を整備して

いる場合にはその旨 

ル 輸出貨物の管理（法第 67 条の４第２号((承認の要件))の貨物の管理を

いう。）を申請者以外の者に委託している場合にあつては、その者の氏名

又は名称及び住所又は居所並びに責任者の氏名 

ヲ 法第 94 条第２項((帳簿の備付け等))において準用する同条第１項の規

定その他の国税に関する法律の規定により現に輸出貨物に関する帳簿を

備え付け、輸出貨物に係る書類とともに保存している申請者にあつては、

その帳簿及び保存している書類の名称その他当該帳簿書類の保存に関す

る状況（当該帳簿書類の保存について、電子帳簿保存法の規定に基づく保

存等の承認（同条第３項において準用する電子帳簿保存法の規定に基づく

承認を含む。）を受けている場合には、その旨を含む。） 

 

（承認申請の撤回手続） 

67の３－10 承認申請書の提出後において、承認又は不承認の通知までの間に申

請の撤回の申出があつた場合には、申請者の住所、氏名又は名称及び輸出入者

符号並びに撤回の理由を記載した任意の様式による「特定輸出者承認申請撤回

申請書」１通を承認申請書の提出先税関に提出することにより行わせる。ただ

し、申請者の利便性等を考慮し、署所の窓口担当部門へ提出させることを妨げ

ない。この場合において、当該申請書を受理した署所の窓口担当部門は、その

申請書を速やかに本関の担当部門に送付するものとする。 

 

（承認等の通知） 

67 の３－11 令第 59 条の７第４項((特定輸出者の承認の申請の手続等))の規定

に基づく承認又は不承認の申請者への通知は、特定輸出者承認通知書（Ｃ－

9410）又は特定輸出者不承認通知書（Ｃ－9420）（以下この項において「承認

通知書等」という。）を交付することにより行う。なお、承認通知書等の交付

は、承認申請書を受理した日（署所の窓口担当部門に提出された場合にあつて

は、当該窓口担当部門において受理した日）から２月以内に行うよう努めるこ

ととするが、やむを得ない理由により２月を超える場合は、あらかじめ申請者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

にその旨を通知するものとする。 

 

（承認内容の変更手続） 

67 の３－12 令第 59 条の７第５項の規定に基づく特定輸出者の承認内容の変更

の届出は、「特定輸出者承認内容変更届」（Ｃ－9430）２通（原本、届出者用）

を承認を受けた税関に提出することにより行わせる。また、法第 67 条の４第

１号((承認の要件))及び第 67 条の８第１項第２号から第４号まで((承認の失

効))のいずれかに該当した場合には、その旨を承認内容の変更手続により遅滞

なく税関に届け出るようしようようする。ただし、申請者の利便性等を考慮し、

署所の窓口担当部門へ提出させることを妨げない。この場合において、当該届

出書を受理した署所の窓口担当部門は、その届出書を速やかに本関の担当部門

に送付するものとする。 

 

（承認の審査） 

67 の４－１ 法第 67 条の４第１号、第２号及び第３号((承認の要件))に規定す

る事項に関する取扱いは、それぞれ次によるものとする。 

⑴ 法第 67条の４第１号に関する取扱い 

承認申請があつた場合には、申請者（申請者が法人である場合には、その

役員、代理人、使用人その他の従業者を含む。）が過去の一定期間に法令違

反がないこと及び特定輸出者の承認を取り消された者でないことについて、

厳格に審査する。この場合において、法第 67条の４第１号ニに規定する「使

用人その他の従業者」は、支配人、支配人に準ずる地位にある者及びこれら

の者を直接補佐する職にある者並びに輸出業務（輸出に関連する経理、営業

その他の業務を含む。）に直接携わる担当者とし、輸出業務以外の業務に従

事している者であつて、かつ、申請者の輸出業務に影響力を有していないこ

とが明らかであると認められる者は除くものとする。 

⑵ 法第 67条の４第２号に関する取扱い 

申請者が特定輸出申告に係る貨物の輸出に関する業務（当該貨物を輸出の

ために外国貿易船等に積み込むまでの間の当該貨物の管理に関する業務を

含む。以下この項において「特定輸出関連業務」という。）を適正に遂行す

ることができる能力を有しているか否かの判断は、次の要件を満たしている

か否かを審査した上で総合的に行うものとする。 

イ 申請者が貨物の輸出に係る税関手続に関し、十分な知識及び経験を有し

ていること。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

ロ 申請者が貨物の管理に係る業務に関し、次の要件を満たしていること。 

① 保管施設における貨物の在庫及び入出庫について、その適切な管理を

行うための体制を有していること及び当該体制が有効に機能している

と認められること。 

② 移動中の貨物について、その現在地、貨物の状況等を適時に把握する

ための体制を有していること及び当該体制が有効に機能していると認

められること。 

③ 保管施設に置かれている貨物及び移動中の貨物について、当該貨物の

亡失、盗難等を防止し、貨物の保全を図るための体制（警備員の配置、

定時における巡回の実施等貨物の保全を図るための体制をいう。）の保

持又は必要な措置（障壁、フェンス等の設置、照明器具の設置による適

度な照度の確保、施錠その他外部からの侵入を防止するための必要な措

置をいう。）が講じてあること。 

ハ 貨物の輸出に係る税関手続又は貨物の管理に係る業務を担当する部門

について、当該部門における業務の種類及び量に照らし、これらの手続

又は業務について十分な知識及び経験を有する従業者が適切に配置され

ていること。 

⑶ 法第 67条の４第３号に関する取扱い 

法令遵守規則（法第 67 条の４第３号に規定する規則をいう。以下この項

において同じ。）には、規則第９条((法令遵守規則の記載事項))に規定する

事項を記載するほか、次の事項を参考として、申請者の実情に応じて法その

他の法令の規定を遵守するために必要な事項を記載させるものとする。な

お、申請者が、法令遵守のための社内規則を既に定めている場合には、当該

社内規則にこれらの事項のうち当該社内規則に記載されていないものを追

記したものを法令遵守規則として取り扱つても差し支えないので留意する。 

イ 総則 

① 目的 

法令遵守規則は、特定輸出関連業務を適正に遂行するため、必要な措

置を定めるために制定するものであることを定める。 

② 適用範囲 

法令遵守規則が適用される業務等の範囲を定める。 

ロ 組織 

① 社内体制の構築 

特定輸出関連業務に関する責任体制を明らかにするため、規則第９条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

第1号に規定する部門の名称並びにその具体的な業務の内容及び業務の

手順、部門の責任者及びその責任の範囲を定める。 

② 従業者の適正配置 

上記①に規定する部門ごとの特定輸出関連業務の種類及び量、従業者

の知識及び経験に照らし、部門ごとに従業者が適正に配置されることを

定める。 

ハ 税関手続 

① 特定輸出申告の対象貨物の管理 

特定輸出申告の対象となる貨物のリスト（以下「対象貨物リスト」と

いう。）を作成し、当該対象貨物リストに貨物の品名、記号、番号、輸

出統計品目番号又は定率法別表の項若しくは号の番号、仕向人の氏名又

は名称及び住所又は居所、該当する他法令の名称及び条項その他参考と

なるべき事項を記載すべきことを定める。 

② 対象貨物のリストの審査 

上記①の対象貨物リストについて、輸出統計品目番号又は定率法別表

の項若しくは号の番号、該当する他法令の条項等に誤りがないか、特定

輸出関連業務を総括する部門又は他の適当な部門において審査すべき

ことを定める。 

③ 対象貨物カ－ドの作成及び審査等 

上記①の対象貨物リストに記載のない貨物について特定輸出申告を

しようとする場合には、特定輸出申告の対象となる貨物のカ－ド（以下

「対象貨物カ－ド」という。）を作成し、当該対象貨物カ－ドに貨物の

品名、記号、番号、輸出統計品目番号又は定率法別表の項若しくは号の

番号、仕向人の氏名又は名称及び住所又は居所、該当する他法令の名称

及び条項その他参考となるべき事項を記載すべきこと及び当該対象貨

物カ－ドに輸出統計品目番号の決定等に必要な契約書、商品説明書等の

書類、サンプル、他法令に該当するか否かの確認結果等を添付するもの

とし、特定輸出関連業務を総括する部門又は他の適当な部門において審

査すべきことを定める。また、対象貨物カ－ドに記載されている貨物の

品名、記号、番号、輸出統計品目番号又は定率法別表の項若しくは号の

番号、仕向人の氏名又は名称及び住所又は居所、該当する他法令の名称

及び条項その他参考となるべき事項を対象貨物リストに追記すべきこ

とを定める。 

④ 税関手続の方法及び手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

特定輸出申告その他貨物の状態に応じて履行する必要がある税関手

続について、その方法、手順及び留意すべき事項を定める。 

⑤ 税関検査への対応 

特定輸出申告を行つた貨物について、税関が検査を実施することとな

つた場合の対応の方法及び手順を定める。 

ニ 貨物管理 

① 貨物と書類の対査確認 

特定輸出申告書、仕入書、契約書、その他税関への提出書類に記載さ

れた貨物と現に輸出しようとする貨物が同一であることの確認を行う

べき旨を定める。 

② 保管施設における在庫管理 

特定輸出申告がされた貨物について、その出庫までの間の当該保管施

設における貨物の管理の方法及び手順並びに貨物の保全のための具体

的方法及び手順を定める。 

③ 保管施設からの出庫管理 

特定輸出申告を行い輸出の許可を受けた貨物（以下「特定輸出貨物」

という。）を保管施設から出庫する場合の貨物の確認の方法及び手順を

定める。 

④ 移動中の貨物の管理 

保管施設から出庫した特定輸出貨物について、運送経路の確定、運送

の方法、貨物の現在地及び現状についての確認の方法等について定め

る。 

⑤ 外国貿易船等への積込みの管理 

特定輸出貨物の港湾施設又は空港施設への到着から外国貿易船又は

外国貿易機への積込みまでの間の貨物の管理の方法および手順並びに

外国貿易船又は外国貿易機への積込みの確認の方法及び手順を定める。 

ホ 法令遵守状況の監査 

法令の遵守状況を監査する部門における定期的かつ継続的な監査制度

を確立し、監査の方法及び手順並びに法令遵守規則に違反する行為があつ

た場合の指導、勧告等に関する対応措置を定める。 

ヘ 関連会社の指導等 

① 関連会社の責務 

関連会社（特定輸出関連業務を行う子会社、関連会社、通関業者その

他の関係者をいう。）は、特定輸出者と連携して特定輸出関連業務を適

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

正に遂行する責務を有すること及びその責任の範囲を定める。 

② 関連会社の指導及び管理 

税関手続を委託している通関業者、貨物の保管、取扱い等を委託して

いる関連会社等について、適正な業務の遂行を確保するための指導及び

管理の体制、方法及び手順について定める。 

ト 税関との連絡体制 

税関との窓口となる担当部門の設置、特定輸出貨物についての事故、法

令違反等があつた場合の税関への連絡方法、手順等について定める。 

チ 報告及び危機管理 

特定輸出貨物についての事故、法令違反等があつた場合の社内の報告及

び連絡体制を整備する。 

リ 帳簿書類の管理 

① 帳簿の記載 

法第 67 条の６第１項((帳簿の備付け等))の規定により備え付けるべ

き帳簿に関し、その記載事項、記載すべき者を定める。 

② 帳簿書類の保存 

法第 67 条の６第１項の規定により保存すべき書類の名称、同項に規

定する帳簿書類の保管場所及びその保管に責任を有する者を定める。 

ヌ 研修及び教育 

管理者及び従業者に対して法令遵守規則及び税関手続に関する理解を

深めさせ、専門的知識を習得させるための研修及び教育の実施に関する体

制の確立、研修及び教育の実施の方法等について定める。 

ル その他の留意事項 

① 懲戒規定 

従業者について、法令遵守規則に違反する行為又は法令に違反する行

為があつた場合の懲戒規定について定める。 

② その他必要な事項 

その他特定輸出者の社内事情等に応じ、必要な事項を定める。 

 

（改善措置の求め） 

67 の５－１ 法第 67 条の５((規則等に関する改善措置))の規定による改善措置

の求めは、例えば次の場合において行うものとする。 

⑴ 特定輸出申告書の記載事項と当該申告に係る貨物の内容が異なつていた

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

⑵ 特定輸出貨物の管理に関し、在庫管理、入出庫管理及び移動中の貨物の管

理が法令遵守規則に則して行われていなかつた場合 

⑶ その他税関手続の履行又は貨物の管理に関して不適切と認められる行為

があつた場合 

 

（特定輸出者からの事情の聴取等） 

67の５－２ 前記 67の５－１（改善措置の求め）の規定により改善措置を求め

る場合には、その原因となつた行為が生じた理由等について特定輸出者から十

分に事情及び具体的な改善措置等を聴取したうえで、再発を防止するに十分な

措置を求めるよう努めるものとする。 

 

（帳簿の備付け等に関する用語の意義） 

67 の６－１ 法第 67 条の６第１項((帳簿の備付け等))に規定する帳簿書類の備

付け等に関する用語の意義は、次による。 

⑴ 法第 67 条の６第１項の規定により特定輸出者が備え付けることとされて

いる帳簿については、令第 59 条の８((帳簿の記載事項等))に規定する事項

を記載したものであれば、特定輸出者が有する既存の帳簿に所要の事項を追

記したもの、仕入書に輸出許可年月日及び輸出許可番号を追記したものなど

であつても差し支えないので留意する。 

⑵ 令第 59 条の８第４項に規定する「第１項の帳簿及び第２項の書類を整理

し」とは、帳簿に記載されている事項と保存すべき書類の関係が明らかとな

るように整理することをいい、同項に規定する「その他これらに準ずるもの

の所在地」とは、代理人の事業所や寄託契約等により保管を委託している営

業倉庫等の所在地をいう。 

 

（特例申告に関する規定の準用） 

67 の６－２ 特定輸出者が法第 67 条の６第２項の規定において準用する電子帳

簿保存法の規定に基づき、同条第１項の規定に基づく帳簿書類の保存を行う場

合の取扱いについては、前記７の９－２から７の９－８まで（承認申請手続

等・取りやめの届出手続等・変更の届出手続等・電磁的記録による保存を電子

計算機出力マイクロフィルムによる保存に変更しようとする場合の手続・承認

の取消し等・ＣＯＭによる保存等の取扱い・新たに特例輸入者となつた者につ

いての取扱い）の規定に準じて取り扱うものとする。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

（輸出申告の特例の適用を受ける必要がなくなつた旨の届出手続） 

67の７－１ 令第 59条の９((輸出申告の特例の適用を受ける必要がなくなつた

旨の届出の手続))の規定において準用する令第４条の 13((申告の特例の適用

を受ける必要がなくなつた旨の届出の手続))の規定による届出（以下この項に

おいて単に「届出」という。）の手続については、次による。 

⑴ 届出を行うとする場合には、「特定輸出申告取りやめ届」（Ｃ－9440）２通

（原本、届出者用）を特定輸出者の承認を受けた税関に提出することにより

行わせる。ただし、申請者の利便性等を考慮し、署所の窓口担当部門へ提出

させることを妨げない。この場合において、当該届出書を受理した署所の窓

口担当部門は、その届出書を速やかに本関の担当部門に送付するものとす

る。 

⑵ 「特定輸出申告取りやめ届」には、届出者の住所及び氏名又は名称、輸出

入者符号、承認を受けた年月日及び取りやめの理由を記載させるものとす

る。 

 

（失効後の義務） 

67 の８－１ 特定輸出者の承認が失効した場合においても、法第 67 条の８第２

項((承認の失効))の規定により特定輸出貨物に係る帳簿書類の保存等の義務

を免れることはできないので留意する。 

 

（特定輸出者の承認の取消し） 

67 の９－１ 法第 67 条の９((承認の取消し))の規定に基づき特定輸出者の承認

を取り消す場合の取扱いについては、次による。 

⑴ 法第 67 条の９第１号に規定する「不実の記載」には、単なる記載誤りや

転記誤りによる記載は含まれないものとして取り扱つて差し支えない。 

⑵ 特定輸出者が法第 67 条の４第２号((承認の要件))に適合しないこととな

つたため法第 67 条の９第２号イの規定により特定輸出者の承認を取り消す

ことができる場合とは、特定輸出者が、例えば次の場合に該当することとな

つた場合とする。 

① 外国為替及び外国貿易法（昭和 24年法律第 228号）第 53条((制裁))の

規定に基づき経済産業大臣から輸出を禁止された場合 

② 関税法若しくは関税に関する法律の規定又は関税法第 70 条第１項若し

くは第２項((証明又は確認))に規定する他の法令の規定に違反した場合

（法第 67条の４第１号イ又はロに該当することとなつた場合を除く。） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

⑶ 令第 59条の 10((承認の取消しの手続))の規定において準用する令第４条

の 14((承認の取消しの手続))の規定に基づく通知は、「特定輸出者承認取消

書」（Ｃ－9450）を交付することにより行うものとする。 

 

（承継の承認申請手続等） 

67の10－１ 法第67条の10((許可の承継についての規定の準用))において準用

する法第 48 条の２第２項又は第４項((許可の承継))の規定に基づく特定輸出

者の承認を承継する場合の承認の申請については、前記７の 13－１（承継の承

認申請手続等）に準じて取り扱うこととして差し支えない。この場合において、

同項の⑴に規定する「特例輸入者承認の承継の承認申請書」（Ｃ－9060）につ

いては「特定輸出者の承認の承継の承認申請書」（Ｃ－9460）を、同項の⑹に

規定する「特例輸入者承認の承継の承認書」（Ｃ－9070）及び「特例輸入者承

認の承継の不承認書」（Ｃ－9080）については「特定輸出者承認の承継の承認

書」（Ｃ－9470）及び「特定輸出者承認の承継の不承認書」（Ｃ－9480）をそれ

ぞれ使用させるものとする。ただし、申請者の利便性等を考慮し、署所の窓口

担当部門へ提出させることを妨げない。この場合において、当該申請書を受理

した署所の窓口担当部門は、その申請書を速やかに本関の担当部門に送付する

ものとする。 

 

（特定輸出貨物に係る輸出の許可の取消しの申請手続） 

67 の 11－１ 法第 67 条の 11 第１項((輸出の許可の取消し))の規定に基づく特

定輸出貨物に係る輸出の許可の取消しの申請は、「特定輸出貨物の輸出許可取

消申請書」（Ｃ－9490）２通を特定輸出貨物に係る輸出の許可をした税関長に

提出することにより行わせる。 

 

（特定輸出貨物に係る輸出の許可の取消し） 

67 の 11－２ 法第 67 条の 11 第２項((輸出の許可の取消し))の規定に基づく輸

出の許可の取消しは、前記 67 の 11－１（特定輸出貨物に係る輸出許可取消し

の申請手続）の規定による申請が行われた場合に行うほか、例えば、次のよう

な場合に行うこととする。この場合における特定輸出者への通知は、「特定輸

出貨物の輸出許可取消書」（Ｃ－9500）を使用して行うものとする。 

① 特定輸出申告書に記載された品名と特定輸出貨物が相違することが判明

した場合 

② 特定輸出申告ができない貨物について当該申告を行い、輸出の許可を受け

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

ていたことが判明した場合 

③ 事故その他の事情により、特定輸出貨物が特定輸出申告書に記載された品

名と異なることとなつた場合 

④ 特定輸出申告書に記載された外国貿易船又は外国貿易機への積込予定日

を経過しても積込みがされない場合であつて、その後においても当該積込み

が予定されていない場合 

 

（特定輸出貨物に係る取扱いの準用） 

67 の 12－１ 法第 67条の 12（（特定輸出貨物の亡失等の届出））の規定により特

定輸出貨物について準用される法第 34 条本文（（外国貨物の廃棄））及び法第

45条第３項（（外国貨物が亡失した場合の届出））の規定の適用については、前

記 34－１（外国貨物の廃棄の意義及び取扱い）（同項の(2)のただし書及び(4)

を除く。）及び 45－３（外国貨物が亡失した場合の届出）の規定に準じて取り

扱うものとする。この場合において、34－１の(2)の本文中「外国貨物を廃棄」

とあるのは「特定輸出貨物を廃棄」と、「提出」とあるのは「輸出の許可をし

た税関官署に提出」と、45－３中「亡失した貨物を蔵置してあつた保税蔵置場

の許可を受けた者から当該保税蔵置場を所轄する」とあるのは「亡失した特定

輸出貨物について輸出の許可を受けていた者から当該輸出の許可した」と読み

替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 



新旧対照表 
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】 

新 旧 

  

 

 



新旧対照表 

【包括事前審査制度について（平成 12年 3月 31日蔵関第 245号）】 

新 旧 

 

包括事前審査制度について 

 

蔵関第 245号 

平 12.3.31 

改正蔵関第 652号 

  平 12.8.10 

改正財関第 191号 

  平 13.3.21 

改正財関第 255号 

  平 13.3.28 

改正財関第 253号 

  平 14.3.31 

改正財関第 1360号 

                         平 17.10.31 

 

標記のことについて、別添のとおりその実施要領を定めたので、今

後これにより実施されたい。 

 

 

 

包括事前審査制度実施要領 

 

１及び２ （省略） 

３．処理要領 

(1) 包括事前審査 

イ．包括事前審査申出書の提出 

  輸出者が本制度の適用を受けようとする場合には、次に掲げ

る事項を記載した別添１の様式による包括事前審査申出書（以

下「申出書」という。）を、主として輸出申告する税関の本関

業務部通関総括部門（本制度の審査を通関総括部門以外の部門

が担当している税関にあっては、当該部門。以下同じ。）又は

通関官署に２部提出させるものとする。 

 

包括事前審査制度について 

 

蔵関第 245号 

平 12.3.31 

改正蔵関第 652号 

  平 12.8.10 

改正財関第 191号 

  平 13.3.21 

改正財関第 255号 

  平 13.3.28 

改正財関第 253号 

  平 14.3.31 

 

 

 

標記のことについて、別添のとおりその実施要領を定めたので、今

後これにより実施されたい。 

 

 

 

包括事前審査制度実施要領 

 

１及び２ （同左） 

３．処理要領 

(1) 包括事前審査 

イ．包括事前審査申出書の提出 

  輸出者が本制度の適用を受けようとする場合には、次に掲げ

る事項を記載した別添１の様式による包括事前審査申出書（以

下「申出書」という。）を、主として輸出申告する税関の本関

業務部通関総括部門（本制度の審査を通関総括部門以外の部門

が担当している税関にあっては、当該部門。以下同じ。）又は

通関官署に２部提出させるものとする。 

別紙 別紙 



新旧対照表 

【包括事前審査制度について（平成 12年 3月 31日蔵関第 245号）】 

新 旧 

  なお、当該申請書を提出した税関以外の税関においても輸出

申告する予定があっても、当該税関への申出書の提出を要しな

いものとする。 

 (ｲ)～(ﾆ) （省略） 

 (ﾎ) 参考事項：輸出申告しようとする通関官署名、税関手続を

通関業者に委託している場合であって当該通関業者が通関業

法基本通達（昭和 47年蔵関第 105号）５－２の(2)のハに規

定する法令遵守のための社内管理規則を整備している場合に

はその旨、その他参考となる事項 

ロ～ホ （省略） 

(2)～(4) （省略） 

 

別添１ （省略） 

 

別添１の２ 

 

「包括事前審査申出書」記載要領 

 

１～３ （省略） 

４ 参考事項：包括事前審査制度の適用貨物に係る輸出申告書の提出

が予定される税関官署の名称、税関手続を通関業者に
委託している場合であって当該通関業者が通関業法基

本通達５－２の(2)のハに規定する法令遵守のための社
内管理規則を整備している場合にはその旨を参考まで

に記入させる。 

５及び６ （省略） 

 

 

  なお、当該申請書を提出した税関以外の税関においても輸出

申告する予定があっても、当該税関への申出書の提出を要しな

いものとする。 

 (ｲ)～(ﾆ) （同左） 

 (ﾎ) 参考事項：輸出申告しようとする通関官署名、その他参考

となる事項 

 

 

 

ロ～ホ （同左） 

(2)～(4) （同左） 

 

別添１ （同左） 

 

別添１の２ 

 

「包括事前審査申出書」記載要領 

 

１～３ （同左） 

４ 参考事項：包括事前審査制度の適用貨物に係る輸出申告書の提出

が予定される税関官署の名称を参考までに記入させ

る。 

 

 

 

５及び６ （同左） 

 



新旧対照表                         （通関業法基本通達） 

  

新 旧 

 

通関業法基本通達 

蔵 関 第 105号  

昭和 47年 3月 1日 

 

 

（通関手続の範囲） 

２－２ 法第 2条第 1号イ(1)《定義》にいう「通関手続」の範囲は、次による。 

(1) 本号イ(1)の㈠から㈤までに掲げる申告、申請等（以下この項において「輸

出入申告等」という。）以外の手続（例えば、各種の関税の減免税関係手続、

指定地外貨物検査許可申請、臨時開庁承認申請等）であつても、輸出入申

告等と関連して、輸出入申告等からそれぞれの許可若しくは承認を得、又

は指定を受けるまでの間に行われるものは通関手続に含まれる。 

なお、上記の各種の減免税関係手続、臨時開庁承認申請等が、輸出入申

告等の前又は許可若しくは承認又は指定の後にされる場合は、法第 7条《関

連業務》に規定する関連業務として通関業者による代理手続を認めること

とする。 

(2) （省略） 

 

（「相互に関連するもの」の意義） 

９－１ 法第９条ただし書《営業区域の制限》に規定する「同一人から依頼を受

けた通関業務その他税関官署に対する手続で相互に関連するもの」とは、例え

ば、次に該当するような場合をいう。 

(1) （省略） 

(2) 関税法第 67条の３第２項《輸出申告の特例》に規定する特定輸出申告と

当該申告に係る貨物を外国貿易船等へ積み込む場合における税関職員への

書類の呈示 

(3) （省略） 

(4) （省略） 

(5) （省略） 

 

（料金表を適用しない手続） 

18－２ 18－１（通関業務の料金）の規定にかかわらず、次に掲げる手続につい

 

通関業法基本通達 

蔵 関 第 105号  

昭和 47年 3月 1日 

 

 

（通関手続の範囲） 

２－２ 法第 2条第 1号イ⑴《定義》にいう「通関手続」の範囲は、次による。 

(1) 本号イ(1)の㈠から㈣までに掲げる申告、申請等（以下この項において「輸

出入申告等」という。）以外の手続（例えば、各種の関税の減免税関係手続、

指定地外貨物検査許可申請、臨時開庁承認申請等）であつても、輸出入申

告等と関連して、輸出入申告等からそれぞれの許可若しくは承認を得、又

は指定を受けるまでの間に行われるものは通関手続に含まれる。 

なお、上記の各種の減免税関係手続、臨時開庁承認申請等が、輸出入申

告等の前又は許可若しくは承認又は指定の後にされる場合は、法第 7条《関

連業務》に規定する関連業務として通関業者による代理手続を認めること

とする。 

(2) （同左） 

 

（「相互に関連するもの」の意義） 

９－１ 法第９条ただし書きの《営業区域の制限》に規定する「同一人から依頼

を受けた通関業務その他税関官署に対する手続で相互に関連するもの」とは、

例えば、次に該当するような場合をいう。 

(1) （同左） 

 

 

 

(2) （同左） 

(3) （同左） 

(4) （同左） 

 

（料金表を適用しない手続） 

18－２ 18－１（通関業務の料金）の規定にかかわらず、次に掲げる手続につい



新旧対照表                         （通関業法基本通達） 

  

新 旧 

ては、18－１の表（備考を含む。）に掲げる料金は適用しない。 

イ～ハ （省略） 

ニ 関税法第 67条の３第１項《輸出申告の特例》の承認の申請 

ホ （省略） 

ヘ （省略） 

ト （省略） 

チ （省略） 

 

 

ては、18－１の表（備考を含む。）に掲げる料金は適用しない。 

イ～ハ （同左） 

 

ニ （同左） 

ホ （同左） 

へ （同左） 

ト （同左） 

 

 

 

 



                                  新旧対照表                        （税関様式関係通達） 

  

新 旧 
税関様式Ｃ第 3170 号 

申請番号 

滅却（廃棄）承認申請書 

平成  年  月  日 

          税 関 長 殿 

申 請 者 

住    所 

氏名又は名称                    ㊞ 

下記の物品を滅却（廃棄）したいので申請します。 

 

適 

用 

法 

令 

イ．関税法第４５条第１項（第３６条第１項、第４１条の３、第６２条、第６２条の７、

第６２条の１５） 

ロ．関税法第６５条第１項 

ハ．関税定率法第１７条第５項 

ニ．関税定率法第２０条第２項 

ホ．関税定率法施行令第６１条により準用される同法施行令第１１条第２項 

記  号・番  号 品     名 個     数 数     量 

    

輸 入 許 可 等 の 

年 月 日 
 

輸 入 許 可 税 関  
輸 入 許 可 書 等 

番 号 
 

蔵 置 場 所  

滅却（廃棄）の日時  

滅却（廃棄）の 

方法・場所 
 

積載船舶（航空機） 

の 名 称 及 び 

入 港 年 月 日 

 

滅却（廃棄）の理由  

（注）１. この申請書は２通提出して下さい。  

   ２. この申請書は、輸入の許可書又はこれに代わる税関の証明書を添付して下さい。 

   ３. 廃棄承認申請書として使用する場合には、廃棄することがやむを得ないものであることを証

する書類を添付して下さい。 

４.※印の欄は該当する適用法令の記号を○で囲んで下さい。 

（規格Ａ４） 

税関様式Ｃ第 3170 号 

申請番号 

滅却（廃棄）承認申請書 

平成  年  月  日 

          税 関 長 殿 

申 請 者 

住    所 

氏名又は名称                    ㊞ 

下記の物品を滅却（廃棄）したいので申請します。 

 

適 

用 

法 

令 

イ．関税法第４５条第１項（第６２条、第６２条の７、第６２条の１５） 

ロ．関税定率法第１７条第５項 

ハ．関税定率法第２０条第２項 

ニ．関税定率法施行令第６１条により準用される同法施行令第１１条第２項 

記  号・番  号 品     名 個     数 数     量 

    

輸 入 許 可 等 の 

年 月 日 
 

輸 入 許 可 税 関  
輸 入 許 可 書 等 

番 号 
 

蔵 置 場 所  

滅却（廃棄）の日時  

滅却（廃棄）の 

方法・場所 
 

積載船舶（航空機） 

の 名 称 及 び 

入 港 年 月 日 

 

滅却（廃棄）の理由  

（注）１. この申請書は２通提出して下さい。  

   ２. この申請書は、輸入の許可書又はこれに代わる税関の証明書を添付して下さい。 

   ３. 廃棄承認申請書として使用する場合には、廃棄することがやむを得ないものであることを証

する書類を添付して下さい。 

４.※印の欄は該当する適用法令の記号を○で囲んで下さい。 

（規格Ａ４） 

※ ※ 



                                  新旧対照表                        （税関様式関係通達） 

  

 



                                  新旧対照表                        （税関様式関係通達） 

  

新 旧 
税関様式Ｃ第 3175 号 

届出番号 

外 国 貨 物 亡 失 届 
 

平成  年  月  日 

            税関長 殿 

届 出 者 

住    所 

氏名（名称及び代表権者の氏名）            ㊞ 

（署名） 

外国貨物を亡失したため、下記のとおり届け出ます。 

記 

適
用
法
令 

１．関税法第 45 条第３項（第 36 条第１項、第 41 条の３、第 62 条、第 62 条の７、第 62 条の

15） 

２．関税法第 65 条第３項 

３．関税法第 67 条の 12 

 （上記１から３で該当する番号を○で囲んで下さい。） 

保税地域の名称・所在地（上記

１に該当する場合のみ記載） 

保税地域名： 

住所： 

品  名  

記号・番号  

数  量  

価  格  

亡失した貨物 

の明細 

参考事項  

亡失した貨物が置かれていた場

所（亡失した場所） 
 

亡失した年月日  

亡失の事由  

（注）1. 法人においては、届出者欄に法人の住所及び名称並びにその代表権者（法人の代表権者から当

該業務を行うことにつき委任を受けている支店、営業所等の長を含む。）の氏名を記載してくだ

さい。 

2. この届出書は 1通提出して下さい。 

3. 参考事項欄には、適用法令が１に該当する場合は、輸出貨物又は輸入貨物の別、２に該当す

る場合は、保税運送の承認書の番号、３に該当する場合は輸出の許可書の番号を記入して下さ

い。） 

（規格Ａ４） 

（新設） 
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新 旧 

 

Ⅱ 記載要領及び留意事項 

 

 

外国貨物廃棄届（Ｃ－3080） 

 

「届出者」の項には、原則として、貨主である法人の所在地、名称及び代表者の

氏名（貨主が個人の場合にあつては、住所及び氏名）を記載する。 

なお、通関業者が貨主その他の届出人に代わつて手続を行う場合は、代理人であ

る旨を明記し、貨主その他の届出人と併記する。 

 「記号及び番号」欄には、廃棄する貨物の記号及び番号を記載するほか、当該貨

物が特定輸出貨物（関税法第 30 条第１項第５号に規定する「特定輸出貨物」をいう。）

である場合には、当該貨物の輸出の許可書の番号を併せて記載する。 

 

 

滅却（廃棄）承認申請書（Ｃ－3170） 

 

「申請者」の項には、原則として、貨主である法人の所在地、名称及び代表者の

氏名（貨主が個人の場合にあつては、住所及び氏名）を記載する。 

なお、通関業者が貨主その他の滅却（廃棄）申請者に代わつて手続き行う場合は、

代理人である旨を明記して、貨主その他の滅却（廃棄）申請者と併記する。 

「輸入許可税関」、「輸入許可等の年月日」及び「輸入許可書等番号」欄について、

適用法令の欄のイに該当する場合は記載する必要はなく、ロに該当する場合は「輸

入許可書等番号」欄に保税運送の承認書の番号を記載する。 

 

  

関税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認申請書（帳簿）（Ｃ－9300） 

 

(1)（省略） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、特定輸出

者が申請する場合は「第６７条の６第２項」の文字を、それ以外の輸出入者が申

請する場合は「第９４条第３項」の文字をそれぞれ○で囲み、また、関税関係帳

簿を電磁的記録による保存をしようとする場合は「第４条第１項」の文字を、COM

による保存をしようとする場合は「第５条第１項」の文字をそれぞれ○で囲む。

 

Ⅱ 記載要領及び留意事項 

 

 

外国貨物廃棄届（Ｃ－3080） 

 

「届出者」の項には、原則として、貨主である法人の所在地、名称及び代表者の

氏名（貨主が個人の場合にあつては、住所及び氏名）を記載する。 

なお、通関業者が貨主その他の届出人に代わつて手続を行う場合は、代理人であ

る旨を明記し、貨主その他の届出人と併記する。 

 「廃棄の方法」欄には、焼却、破壊、切断等廃棄の具体的方法を記載する。 

 

 

 

 

滅却（廃棄）承認申請書（Ｃ－3170） 

 

「申請者」の項には、原則として、貨主である法人の所在地、名称及び代表者の

氏名（貨主が個人の場合にあつては、住所及び氏名）を記載する。 

なお、通関業者が貨主その他の滅却（廃棄）申請者に代わつて手続き行う場合は、

代理人である旨を明記して、貨主その他の滅却（廃棄）申請者と併記する。 

「滅却（廃棄）の方法・場所」欄には、焼却、散布、海中投棄など滅却（廃棄）

の具体的方法及び滅却（廃棄）を行おうとする場所を記載する。 

 

 

 

関税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認申請書（帳簿）（Ｃ－9300） 

 

(1)（同左） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、それ以外の輸

入者が申請する場合は「関税法第９４条第２項」の文字をそれぞれ○で囲み、また、

関税関係帳簿を電磁的記録による保存をしようとする場合は「第４条第１項」の文字

を、COMによる保存をしようとする場合は「第５条第１項」の文字をそれぞれ○で囲

む。 
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新 旧 

(3) 「１ 承認を受けようとする関税関係帳簿の種類名称、備付けを開始する日及び保

存場所」の各欄 

イ 「帳簿の種類名称」欄には、承認を受けようとする帳簿の種類名称を「仕入帳」

「輸入台帳」等のように記載する。なお、関税法施行令第４条の12第３項又は第83

条第５項の規定の適用を受ける書類については、記載不要である。 

ロ～ニ（省略） 

(4)～(9)（省略） 

 

 

関税関係書類の電磁的記録等による保存の承認申請書（書類）（Ｃ－9310） 

 

(1)（省略） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、特定輸出

者が申請する場合は「第６７条の６第２項」の文字を、それ以外の輸出入者が申

請する場合は「第９４条第３項」の文字をそれぞれ○で囲み、また、関税関係帳

簿を電磁的記録による保存をしようとする場合は「第４条第２項」の文字を、COM

による保存をしようとする場合は「第５条第２項」の文字をそれぞれ○で囲む。

(3)～(8)（省略） 

 

 

関税関係書類の電磁的記録によるスキャナ保存の承認申請書（スキャナ）（Ｃ－

9315） 

 

(1)（省略） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、特定輸出

者が申請する場合は「第６７条の６第２項」の文字を、それ以外の輸出入者が申

請する場合は「第９４条第３項」の文字をそれぞれ○で囲む。 

(3)～(8)（省略） 

 

 

関税関係帳簿書類に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存

の承認申請書（中途）（Ｃ－9320） 

(3) 「１ 承認を受けようとする関税関係帳簿の種類名称、備付けを開始する日及び保

存場所」の各欄 

イ 「帳簿の種類名称」欄には、承認を受けようとする帳簿の種類名称を「仕入帳」

「輸入台帳」等のように記載する。なお、関税法施行令第４条の12第３項又は第83

条第３項の規定の適用を受ける書類については、記載不要である。 

ロ～ニ（同左） 

(4)～(9)（同左） 

 

 

関税関係書類の電磁的記録等による保存の承認申請書（書類）（Ｃ－9310） 

 

(1)（同左） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、それ以外の輸

入者が申請する場合は「関税法第９４条第２項」の文字をそれぞれ○で囲み、また、

関税関係帳簿を電磁的記録による保存をしようとする場合は「第４条第２項」の文字

を、COMによる保存をしようとする場合は「第５条第２項」の文字をそれぞれ○で囲

む。 

(3)～(8)（同左） 

 

 

関税関係書類の電磁的記録によるスキャナ保存の承認申請書（スキャナ）（Ｃ－

9315） 

 

(1)（同左） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、それ以外の輸

入者が申請する場合は「関税法第９４条第２項」の文字をそれぞれ○で囲む。 

 

(3)～(8)（同左） 

 

 

関税関係帳簿書類に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存

の承認申請書（中途）（Ｃ－9320） 



                                  新旧対照表                      （記載要領及び留意事項） 

       

新 旧 

(1)（省略） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、特定輸出

者が申請する場合は「第６７条の６第２項」の文字を、それ以外の輸出入者が申

請する場合は「第９４条第３項」の文字をそれぞれ○で囲む。 

(3)～(9)（省略） 

 

 

関税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の取りやめの届出書（Ｃ－9330） 

 

(1)（省略） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、特定輸出

者が申請する場合は「第６７条の６第２項」の文字を、それ以外の輸出入者が申

請する場合は「第９４条第３項」の文字をそれぞれ○で囲む。 

(3)～(6)（省略） 

 

 

関税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の変更の届出書（Ｃ－9340） 

 

(1)（省略） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、特定輸出

者が申請する場合は「第６７条の６第２項」の文字を、それ以外の輸出入者が申

請する場合は「第９４条第３項」の文字をそれぞれ○で囲む。 

(3)～(6)（省略） 

(1)（同左） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、それ以外の輸

入者が申請する場合は「関税法第９４条第２項」の文字をそれぞれ○で囲む。 

 

(3)～(9)（同左） 

 

 

関税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の取りやめの届出書（Ｃ－9330） 

 

(1)（同左） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、それ以外の輸

入者が申請する場合は「関税法第９４条第２項」の文字をそれぞれ○で囲む。 

 

(3)～(6)（同左） 

 

 

関税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の変更の届出書（Ｃ－9340） 

 

(1)（同左） 

(2) 本文 

特例輸入者が申請する場合は「関税法第７条の９第２項」の文字を、それ以外の輸

入者が申請する場合は「関税法第９４条第２項」の文字をそれぞれ○で囲む。 

 

(3)～(6)（同左） 
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